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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高 （千円） 3,195,584 4,614,813 6,964,067 6,970,696 10,572,288

経常利益（△損失） （千円） △624,012 △231,233 △378,901 △1,226,912 12,762

中間（当期）純利益

（△純損失）
（千円） △1,197,457 △291,212 △477,368 △2,031,629 218,396

純資産額 （千円） 4,063,160 6,814,310 7,453,094 6,490,779 7,884,549

総資産額 （千円） 29,932,309 32,376,122 34,014,578 30,176,579 34,318,154

１株当たり純資産額 （円） 84,383.73 97,220.26 95,541.37 104,044.22 105,133.88

１株当たり中間（当期）

純利益金額（△損失金額）
（円） △28,644.56 △4,505.44 △6,163.57 △39,556.68 3,151.72

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － 2,941.52

自己資本比率 （％） 13.6 21.0 21.9 21.5 22.9

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 800,429 △731,425 817,996 641,239 906,492

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） △1,649,176 △3,610,137 △1,744,270 △10,687,152 △6,950,353

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） 4,843,196 3,915,754 493,953 9,604,196 6,481,477

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（千円） 7,912,768 3,050,794 3,481,897 3,476,602 3,914,218

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

83

(21)

118

(7)

96

(16)

117

(5)

114

(6)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．第10期、第11期及び第12期中間連結会計期間、第10期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額については、潜在株式は存在するものの中間（当期）純損失を計上しているため、記載しておりま

せん。

　　　　３．従業員数は就業人員数を記載しており、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでおりま

す。）は、当該期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　　４．当社は、平成17年11月21日付で１株につき５株の株式分割を行っております。なお、１株当たり純資産額及び１

株当たり中間純損失金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

　　　　５．純資産の算定にあたり、平成18年６月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高 （千円） 3,195,584 4,225,903 5,480,176 6,790,531 9,357,061

経常利益（△損失） （千円） △553,187 △47,026 △353,319 △822,961 162,384

中間（当期）純利益

（△純損失）
（千円） △1,124,381 △55,926 △351,070 △1,564,594 251,949

資本金 （千円） 3,714,240 5,905,934 6,294,989 5,470,500 6,150,394

発行済株式総数 （株） 48,153.56 69,960.89 77,816.89 62,305.89 74,786.89

純資産額 （千円） 4,205,988 8,028,199 8,733,152 7,220,585 8,800,141

総資産額 （千円） 26,013,305 23,111,914 22,872,104 23,385,107 23,871,469

１株当たり中間（年間）

配当額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 16.2 34.7 38.2 30.9 36.9

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

63

(15)

65

(－)

58

(4)

74

(－)

68

(3)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

３．従業員数は就業人員数を記載しており、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでお

ります。）は、当該期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

４．純資産の算定にあたり、平成18年６月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社８社によって構成された総合エネルギー・サービス企業

（ＥＳＣＯ＝Energy　Service　Company）です。

当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりです。

 

＜省エネルギー支援サービス事業＞

平成19年12月に株式会社フェスコメンテナンスは、株式会社ファーストエスコを存続会社として吸収合併いたしま

した。

主な事業内容の変更はありません。 

 

＜グリーンエナジー事業＞

主な事業内容の変更はありません。 

 

＜電力ビジネス事業＞

平成19年10月に株式会社中袖クリーンパワーのガスタービン発電設備が完成し操業を開始しております。

主要な関係会社の異動はありません。
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３【関係会社の状況】

　平成19年12月28日をもって、株式会社フェスコメンテナンスは株式会社ファーストエスコを存続会社とする吸収合

併を行いました。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

省エネルギー支援サービス事業 24   (0)

グリーンエナジー事業 44  (10)

電力ビジネス事業 12   (4)

全社（共通） 16   (2)

合計 96  (16)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでおりま

す。）は、当中間連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも

のです。

 

(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 58  (4） 

　（注）    従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでおります。）

は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

 4/72



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間における我が国経済は、緩やかな好況感の中、設備投資や雇用情勢は堅調な推移を示す一方、

米国のサブプライム問題に端を発する株価の低迷や円高基調により景気の先行きに強い警戒感を抱く状況となっ

ております。また、平成19年６月に施行された改正建築基準法の影響は、単に住宅等の着工数の減少にとどまらず

様々な業種の財務状況を圧迫する様相を呈してまいりました。

　環境問題に対する一般消費者の認知度は着実に高まって来ている一方で、景気の動向に強い懸念を抱く産業界で

は、一般消費の対象となる商品以外の省エネルギーに関する設備投資意欲はいまひとつの進展が見られない状況

が続いております。

 

 (省エネルギー支援サービス事業)

  当社グループの省エネルギー支援サービス事業では、今までの産業界における生産設備の電力及び熱エネル

ギーの提供のほか工場内で必要となる工業用水の処理や工場内照明、空調設備といった包括的なエネルギーコン

トロールの提案を実施してまいりました。また、大型商業施設を中心とする業務系設備においては、二酸化炭素の

排出量削減をキーワードに、より効率的な器具の導入等を積極的にすすめる営業活動を展開いたしております。

　しかしながら、原油価格の高止まりは依然として継続しており、これにより顧客のオンサイト発電需要も減少の

傾向が続いております。また、新規案件の省エネルギー設備の工事完了までには相当期間の期日が必要であり、上

半期のセグメントとしての営業成績では極めて厳しい結果となりました。

　なお、省エネルギー支援サービス事業では、このような事業環境の変化と更なる収益性の向上のため、平成19年12

月28日付でそれまで当社の連結対象子会社であった㈱フェスコメンテナンスを吸収合併により整理いたしまし

た。

 

 (グリーンエナジー事業)

　グリーンエナジー事業においては、建築基準法改正の影響により平成19年９月以降に木質バイオマス発電所の燃

料となる土木・解体残材の受入量が大幅に減少し発電量を抑制したことと、３基の木質バイオマス発電所のうち

２基の発電所において10月に定期点検のためそれぞれ１週間～２週間の計画停止を実施したことにより、事業セ

グメントは大幅な赤字となりました。土木・解体残材及び林地残材等の木質バイオマス発電の燃料確保について

は、今後、平成20年１月に設立いたしました燃料調達会社である㈱バイオネンサービスにより地域の協力取引先と

安定的な集荷ルートを構築してまいります。

 

 (電力ビジネス事業)

　電力ビジネス事業においては、平成19年10月に関東地区における昼間の供給電源である㈱中袖クリーンパワーの

ガスタービン発電所が稼働し、それまで日本卸電力取引所から購入していた一部の販売用電力が当社グループに

よる調達に変わりました。市場の電力単価は、依然高水準を保ったままであり、また、秋口から年末にかけては顧客

の電力需要がそれほど高位でなかったこと等により、当事業セグメントは大幅な収益改善となりました。

 

　これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高6,964百万円(前年同期比50.9％増)、営業損失221百万円(前年

同期182百万円の損失)、経常損失378百万円(前年同期231百万円の損失)、中間純損失477百万円(前年同期291百万円

の損失)となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権が増加したものの仕入債

務も増加したため営業活動による資金の獲得が増加した一方、中袖クリーンパワー発電所の建設資金等の支出によ

り投資活動で資金を使用し、また、財務活動では新株予約権の行使による株式の発行、長期借入金等で資金を調達し

た結果、前年同期と比較して431百万円増加し、3,481百万円となりました。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、中袖クリーンパワーの発電所が稼働したことにより、それまで卸電力市場から調達

していた調達電力の一部が当社グループからの供給に変わりました。これにより、調達電力の資金決済が改善され

営業活動により獲得した資金は、817百万円(前年同期△731百万円)となりました。
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　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、1,744百万円(前年同期3,610百万円)となりました。これは主に、省エネルギー支援

サービス事業の新規顧客設備と中袖クリーンパワーのガスタービン発電設備に係る有形固定資産の取得による支

出です。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は、493百万円(前年同期3,915百万円)となりました。主な要因は、貸出コミットメント

ライン型シンジケート・ローンの借入れ実行のほか、省エネルギー支援サービス事業の新規設備のセール・アンド

・割賦取引の実行及び新株予約権の行使による株式発行収入です。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　省エネルギー支援サービス事業では、サービスの提供にあたり製品の生産は行っておりませんので、生産実績につ

いて記載すべき事項はありません。グリーンエナジー事業、電力ビジネス事業における生産は、それぞれの事業にお

ける発電所の発電であり、その実績は次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称

 前中間連結会計期間

 （自　平成18年７月１日

 至　平成18年12月31日）

発電実績（ＭＷｈ）

 当中間連結会計期間

 （自　平成19年７月１日

 至　平成19年12月31日）

発電実績（ＭＷｈ）

グリーンエナジー事業 54,546 100,138

電力ビジネス事業 10,415 100,319

 合計 64,961 200,458

　グリーンエナジー事業の発電実績は、㈱岩国ウッドパワー、㈱日田ウッドパワー、㈱白河ウッドパワーの木質バイオ

マス発電所より送電された電力です。

　電力ビジネス事業の発電実績は、㈱フェスコパワーステーション滋賀、㈱フェスコパワーステーション群馬、㈱中袖

クリーンパワーの発電所より送電された電力です。

 

(2）受注状況

　当社は、省エネルギー支援サービス事業においては、顧客の需要に応じてサービスを提供いたします。また、グリー

ンエナジー事業及び電力ビジネス事業においても、顧客の需要に応じてサービスを提供いたします。いずれも受注

販売の方式を採用しておりませんので、受注状況について記載すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

省エネルギー支援サービス事業 （千円） 2,585,724 2,519,451

グリーンエナジー事業 （千円） 389,956 697,773

電力ビジネス事業 （千円） 1,639,131 3,746,843

合計 （千円） 4,614,813 6,964,067

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ブリヂストン 601,016 13.0 599,076 8.6
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。　

　

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

  (1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次の

とおりです。

 

 　　   前連結会計年度末に計画しておりました、電力ビジネス事業における株式会社中袖クリーンパワーのガスタービン

発電所の建設については平成19年10月に完成し操業を開始しております。

 

 （2）重要な設備の除却

 　　　 当中間連結会計期間において、重要な設備の除却及び売却はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000

計 250,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 77,816.89 77,816.89
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 77,816.89 77,816.89 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含

まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）に関する事項は次のとおりです。

①　平成12年６月26日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 403 403

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　　　 60,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成14年６月26日

至　　　　平成22年６月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　  60,000

資本組入額　 　　  60,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株引受権の割当を受けた者は、

新株引受権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

引受権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －
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②　平成13年６月25日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 300 300

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　   　　66,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成15年６月26日

至　　　　平成23年６月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　  66,000

資本組入額　　 　  66,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株引受権の割当を受けた者は、

新株引受権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

引受権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株引受権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －
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　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりです。

①　平成14年６月24日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 170 170

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり　　 　  66,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成16年６月25日

至　　　　平成24年６月25日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　  66,000

資本組入額　 　　  66,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、

新株予約権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

予約権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －
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②　平成15年６月12日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 195 195

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり　　 　  72,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成17年６月13日

至　　　　平成25年６月12日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　  72,000

資本組入額　　 　  72,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、

新株予約権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

予約権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －
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③　平成16年２月19日臨時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 505 505

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり 　　 　100,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成18年２月20日

至　　　　平成26年２月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　　 　100,000

資本組入額　  　　100,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、

新株予約権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

予約権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －
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④　平成16年９月27日定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 775 725

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１株当たり　　 　 110,000 同左

新株予約権の行使期間
自　　　　平成18年９月28日

至　　　　平成26年９月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 　 110,000

資本組入額　 　　 110,000
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、

新株予約権の行使時において、当

社の役員、従業員、出向社員、その

他当社の業務を担当していること

を要する。

その他の行使条件は、当社と新株

予約権者で締結したストックオプ

ション契約書によるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－ －

 

 

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年７月10日～

平成19年７月26日

　　　　　　　（注）１　　

3,000 77,786.89 142,615 6,293,009 142,615 3,983,199

平成19年10月17日

　　　　　　　（注）２　　
30 77,816.89 1,980 6,294,989 － 3,983,199

　（注）１．平成18年10月16日発行の第９回新株予約権の権利行使による増加です。

　　　　２．ストック・オプション（新株予約権）の権利行使による増加です。
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（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社南日本銀行  鹿児島県鹿児島市山下町1-1 2,215 2.84

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋1-9-1 1,148 1.47

日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,055 1.35

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内1-6-6 1,000 1.28

 あいおい損害保険株式会社  東京都渋谷区恵比寿1-28-1 1,000 1.28

 株式会社ＩＨＩ  東京都江東区豊洲3-1-1 800 1.02

 株式会社荏原製作所  東京都大田区羽田旭町11-1 800 1.02

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社  東京都中央区京橋2-14-1 775 0.99

株式会社明電舎  東京都品川区大崎2-1-17 750 0.96

ジャフコ・ジー九（ビー）号投

資事業有限責任組合
 東京都千代田区丸の内1-8-2 725 0.93

計 － 10,268 13.14
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　6 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他）  普通株式  77,810 77,810 同上

端株  普通株式　　0.89 － 同上

発行済株式総数 77,816.89   － －

総株主の議決権 － 77,810 －

 

 ②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社

ファーストエスコ

東京都中央区京橋二

丁目９番２号
 6   － 6  0.0

計 － 6   －  6  0.0

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 110,000 101,000 81,500 89,100 78,300 71,800

最低（円） 83,600 78,500 58,000 79,000 66,800 59,900

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものです。　　　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

16/72



第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成

19年12月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中

間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。

１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２  3,231,195   4,552,259   4,760,773  

２．受取手形及び売掛金 ※2,5  1,552,957   2,265,180   1,852,512  

３．有価証券   99,531   －   －  

４．たな卸資産   201,810   184,941   286,564  

５．その他   625,873   291,722   433,248  

    貸倒引当金   △800   △400   △800  

流動資産合計   5,710,568 17.6  7,293,704 21.4  7,332,298 21.4

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※2,3 4,131,758   3,907,691   3,981,252   

２．機械装置及び運搬具 ※2,3 18,207,423   16,577,019   17,200,018   

３．建設仮勘定  2,605,042   4,170,528   3,772,404   

４．その他 ※３ 791,175   888,599   902,954   

有形固定資産合計   25,735,400   25,543,839   25,856,630  

(2）無形固定資産 ※３  342,898   311,647   327,032  

(3）投資その他の資産           

１．その他  588,735   865,387   802,192   

　  貸倒引当金  △1,480   －   －   

投資その他の資産合計   587,254   865,387   802,192  

固定資産合計   26,665,553 82.4  26,720,874 78.6  26,985,856 78.6

資産合計   32,376,122 100.0  34,014,578 100.0  34,318,154 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛金   825,257   1,594,046   1,002,934  

２．一年内返済予定長期
借入金

※２  100,445   793,146   793,423  

３．未払金 ※２  1,830,605   236,761   651,264  

４．一年内支払予定長期
未払金

※２  1,766,013   1,635,183   1,699,773  

５．メンテナンス費用引
当金

  279,640   241,713   207,880  

６．設備改善費用引当金   180,127   9,940   21,538  

７．契約損失引当金   37,149   58,383   65,717  

８．その他   192,972   289,343   468,973  

流動負債合計   5,212,211 16.1  4,858,519 14.3  4,911,506 14.3

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２  8,859,639   10,646,492   10,515,211  

２．長期未払金 ※２  10,719,685   9,746,692   9,937,915  

３．メンテナンス費用引
当金

  95,585   110,432   107,708  

４．契約損失引当金   90,750   365,910   413,582  

５．その他   583,940   833,436   547,680  

固定負債合計   20,349,600 62.9  21,702,964 63.8  21,522,098 62.7

負債合計   25,561,811 79.0  26,561,483 78.1  26,433,605 77.0

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   5,905,934 18.2  6,294,989 18.5  6,150,394 17.9

２．資本剰余金   3,616,284 11.2  3,983,199 11.7  3,840,584 11.2

３．利益剰余金   △2,271,641 △7.0  △2,239,401 △6.6  △1,762,032 △5.1

４．自己株式   △2,272 △0.0  △2,272 △0.0  △2,272 △0.0

株主資本合計   7,248,304 22.4  8,036,515 23.6  8,226,673 24.0

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．繰延ヘッジ損益   △447,358 △1.4  △602,441 △1.8  △364,762 △1.1

Ⅲ　新株予約権   7,822 0.0  － －  3,129 0.0

Ⅳ　少数株主持分   5,542 0.0  19,020 0.1  19,508 0.1

純資産合計   6,814,310 21.0  7,453,094 21.9  7,884,549 23.0

負債純資産合計   32,376,122 100.0  34,014,578 100.0  34,318,154 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,614,813 100.0  6,964,067 100.0  10,572,288 100.0

Ⅱ　売上原価   4,321,252 93.6  6,707,337 96.3  9,539,309 90.2

売上総利益又は
売上総損失(△)

  293,560 6.4  256,730 3.7  1,032,979 9.8

Ⅲ　販売費及び一般管
理費

※１  475,610 10.3  478,009 6.9  944,129 9.0

営業利益又は営
業損失(△)

  △182,050 △3.9  △221,278 △3.2  88,849 0.8

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  137   3,261   978   

２．消費税等還付加
算金

 3,976   2,163   －   

３．雇用奨励金  2,800   －   4,000   

４．債務免除益  －   813   11,132   

５．その他  477 7,392 0.2 408 6,647 0.1 98,982 115,093 1.1

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  55,274   159,435   188,294   

２．その他  1,301 56,575 1.3 4,834 164,269 2.3 2,886 191,180 1.8

経常利益又は経
常損失(△)

  △231,233 △5.0  △378,901 △5.4  12,762 0.1

Ⅵ　特別利益           

１．貸倒引当金戻入
益

 －   400   354   

２．設備改善費用引
当金戻入益

 －   －   73,185   

３．破産債権分配金  －   －   14,979   

４．保険金収入  －   －   187,132   

５．発電設備瑕疵求
償収入

 －   －   27,217   

６．持分変動利益  － － － － 400 0.0 825 303,695 2.9

Ⅶ　特別損失           

１．契約損失引当金
繰入額

 －   －   32,000   

２. 投資有価証券評
価損

 － － － － － － 6,329 38,329 0.4

税金等調整前中
間(当期)純利益
又は税金等調整
前中間(当期)純
損失(△)

  △231,233 △5.0  △378,501 △5.4  278,128 2.6

法人税、住民税
及び事業税

 77,605   103,155   38,547   

法人税等調整額  △15,528 62,076 1.3 △3,799 99,355 1.5 28,071 66,618 0.6

少数株主損失   2,097 0.0  488 0.0  6,886 0.1

中間(当期)純利益
又は中間(当期)純
損失(△）

  △291,212 △6.3  △477,368 △6.9  218,396 2.1

           

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

20/72



③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日　残高(千円） 5,470,500 3,196,000 △1,980,429 △2,272 6,683,798

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使) 435,434 420,284   855,718

中間純利益又は中間純損失(△)   △291,212  △291,212

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
435,434 420,284 △291,212 － 564,505

平成18年12月31日　残高（千円） 5,905,934 3,616,284 △2,271,641 △2,272 7,248,304

 

 

評価・換算差額等
 

 新株予約権 少数株主持分 純資産合計

繰延ヘッジ損益
評価・換算

差額等合計

平成18年６月30日　残高（千円） △201,947 △201,947 － 8,929 6,490,779

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使)     855,718

中間純利益又は中間純損失(△)     △291,212

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△245,410 △245,410 7,822 △3,386 △240,974

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△245,410 △245,410 7,822 △3,386 323,530

平成18年12月31日　残高（千円） △447,358 △447,358 7,822 5,542 6,814,310

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日　残高(千円） 6,150,394 3,840,584 △1,762,032 △2,272 8,226,673

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使) 144,595 142,615   287,211

中間純利益又は中間純損失(△)   △477,368  △477,368

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
144,595 142,615 △477,368 － △190,157

平成19年12月31日　残高（千円） 6,294,989 3,983,199 △2,239,401 △2,272 8,036,515
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評価・換算差額等
 

 新株予約権 少数株主持分 純資産合計

繰延ヘッジ損益
評価・換算

差額等合計

平成19年６月30日　残高（千円） △364,762 △364,762 3,129 19,508 7,884,549

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行(新株予約権の行使)     287,211

中間純利益又は中間純損失(△)     △477,368

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△237,679 △237,679 △3,129 △488 △241,296

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△237,679 △237,679 △3,129 △488 △431,454

平成19年12月31日　残高（千円） △602,441 △602,441 － 19,020 7,453,094

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
株　主　資　本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日　残高 (千円） 5,470,500 3,196,000 △1,980,429 △2,272 6,683,798

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（新株予約権の行使） 679,894 644,584   1,324,478

当期純利益   218,396  218,396

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 (千円） 679,894 644,584 218,396 － 1,542,875

平成19年６月30日　残高　(千円） 6,150,394 3,840,584 △1,762,032 △2,272 8,226,673

 

 評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高　(千円） △201,947 △201,947 － 8,929 6,490,779

連結会計年度中の変動額      

新株の発行（新株予約権の行使）     1,324,478

当期純利益     218,396

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

△162,814 △162,814 3,129 10,579 △149,105

連結会計年度中の変動額合計 (千円） △162,814 △162,814 3,129 10,579 1,393,769

平成19年６月30日　残高　(千円） △364,762 △364,762 3,129 19,508 7,884,549
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

    

税金等調整前中間(当期)
純利益又は純損失
（△）

 △231,233 △378,501 278,128

減価償却費  756,197 859,078 1,609,195

有形固定資産売却益  － △66 －

無形固定資産売却損  － 498 －

貸倒引当金の増減額
（△は減少）

 70 △400 －

設備改善費用引当金戻
入益

 － － △73,185

投資有価証券評価損  － － 6,329

メンテナンス費用引当
金の増減額（△は減
少）

 70,467 36,557 10,829

設備改善費用引当金の
増減額（△は減少）

 △250,788 △11,597 △336,192

契約損失引当金の増減
額（△は減少）

 △18,708 △55,006 332,693

受取利息及び受取配当
金

 △137 △3,261 △978

支払利息  55,274 159,435 188,294

売上債権の増減額（△
は増加）

 △449,452 △412,668 △749,007

たな卸資産の増減額
（△は増加）

 △10,508 101,622 △95,261

その他の資産の増減額
（△は増加）

 85,339 41,786 117,786

仕入債務の増減額（△
は減少）

 △464,683 521,175 △363,175

預り金の増減額（△は
減少）

 － 42,448 5,975

未収消費税等の増減額
（△は増加）

 △329,262 57,890 △5,841

未払消費税等の増減額
（△は減少） 

 △14,908 △33,811 17,601

その他負債の増減額
（△は減少）

 47,690 △22,802 109,128

小計  △754,642 902,375 1,052,319
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前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

利息及び配当金の受取
額

 137 2,960 929

利息の支払額  △40,512 △128,018 △138,169

法人税等の支払額  △79,920 △20,702 △152,112

法人税等の還付額  143,512 61,381 143,526

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △731,425 817,996 906,492

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

    

定期預金預入による支
出

 － － △130,000

有価証券の売却による
収入

 － － 99,531

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △3,564,555 △1,676,901 △7,204,241

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 1,000 －

無形固定資産の取得に
よる支出

 △10,931 △7,506 △28,908

無形固定資産の売却に
よる収入 

 － 2,531 －

取得資産に係る国庫補
助金の受入額

 － － 556,843

長期前払費用の支出  － △52 △194,917

貸付金の貸出による支
出

 － △30,000 △15,000

貸付金の回収による収
入

 － 8,000 －

投資有価証券の取得に
よる支出

 － △2,500 －

敷金保証金の差入によ
る支出

 △34,500 △43,202 △34,900

保証金の返還による収
入

 280 4,459 1,338

その他  △429 △100 △100

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △3,610,137 △1,744,270 △6,950,353

 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

24/72



  
前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

    

長期借入れによる収入  3,050,000 540,000 5,590,000

長期借入金の返済によ
る支出

 △123,549 △408,995 △314,998

セール・アンド・割賦
バック取引に基づく資
産売却代金の受入額

 178,774 1,255,670 1,298,443

割賦債務の支払額  △608,658 △951,643 △1,456,667

株式の発行による収入  847,895 282,727 1,311,962

少数株主からの払込に
よる収入

 － － 20,000

少数株主からの株式買
取による支出

 △7,400 － △9,800

新株予約権の発行によ
る収入

 15,645 － 15,645

担保に供している預金
の増減額（△は増加）

 563,047 △223,806 26,893

財務活動による
キャッシュ・フロー

 3,915,754 493,953 6,481,477

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

 △425,807 △432,320 437,616

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 3,476,602 3,914,218 3,476,602

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高

※１ 3,050,794 3,481,897 3,914,218
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　10社

連結子会社の名称

株式会社グリーンエナジーホー

ルディングス 

株式会社岩国ウッドパワー

株式会社袖ヶ浦ウッドパワー 

株式会社日田ウッドパワー

株式会社白河ウッドパワー

株式会社フェスコパワーステー

ション滋賀

株式会社フェスコパワーステー

ション群馬

株式会社中袖クリーンパワー

株式会社フェスコメンテナンス

日本森林燃料株式会社 

連結子会社の数　　８社

連結子会社の名称

株式会社岩国ウッドパワー

株式会社日田ウッドパワー

株式会社白河ウッドパワー

株式会社フェスコパワーステー

ション滋賀

株式会社フェスコパワーステー

ション群馬

株式会社中袖クリーンパワー

日本森林燃料株式会社

株式会社新潟ニューエナジー

　なお、株式会社新潟ニューエナ

ジーは、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。

　また、株式会社フェスコメンテ

ナンスについては、平成19年12

月28日付で株式会社ファースト

エスコを存続会社とする吸収合

併を行いました。これにより連

結子会社は８社となりました。

 

連結子会社の数　　８社

連結子会社の名称

株式会社岩国ウッドパワー

株式会社日田ウッドパワー

株式会社白河ウッドパワー

株式会社フェスコパワーステー

ション滋賀

株式会社フェスコパワーステー

ション群馬

株式会社中袖クリーンパワー

株式会社フェスコメンテナンス

日本森林燃料株式会社

　なお、株式会社フェスコメンテ

ナンス、株式会社袖ヶ浦ウッド

パワー、株式会社グリーンエナ

ジーホールディングスについて

は、平成19年５月７日付で株式

会社フェスコメンテナンスを存

続会社とし、他２社を消滅会社

とする吸収合併を行いました。

これにより連結子会社は８社と

なりました。

２．持分法の適用に関する事項 　該当事項はありません。 　　　　　　　同左 同左

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項

すべての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。

　　　　　同左 すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。

４．会計処理基準に関する事項 イ　有価証券 イ　有価証券 イ　有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平

均法により算定）

　なお、特定金外信託に含ま

れる有価証券も同一の評価

基準及び評価方法によって

おります。

  ―――――――― ――――――――

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

その他有価証券

時価のないもの　　　

　　　同左 

その他有価証券

時価のないもの

同左

 ロ　デリバティブ

時価法

ロ　デリバティブ

　　　　　同左

ロ　デリバティブ

同左

 ハ　たな卸資産

貯蔵品

総平均法による原価法

ハ　たな卸資産

貯蔵品

　　　　同左

ハ　たな卸資産

製品、貯蔵品

同左

 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

26/72



項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

 

イ　有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

 　買取りオプションが付与され

た固定資産については、エネ

ルギー供給サービス契約期間

を耐用年数とし、契約期間満

了時における資産の見積処分

価額を残存価額とする定額

法。上記以外については経済

的使用可能予測期間を耐用年

数とする定額法。

  なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

建物及び構築物　　５～31年

機械装置　　　　　５～15年 

イ　有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

 　      同左 

イ　有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

　      同左 

  

・その他の事業用の有形固定資産

　グリーンエナジー事業及び電

力ビジネス事業の発電設備に

おける建物及び構築物、機械

装置は経済的使用可能予測期

間を耐用年数とする定額法。

 なお、主な耐用年数は次のと

おりです。

建物及び構築物　　８～50年

機械装置　　　　　　　15年

 

・その他の事業用の有形固定資産

　       同左 

 

・その他の事業用の有形固定資産

　　　 　同左

  

・その他の有形固定資産

定率法

  なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

                  ４～15年

 

・その他の有形固定資産

定率法

  なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

                  ４～15年

(追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人

税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適

用により取得価格の５％に到

達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価格の

５％相当額と備忘価格との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。

　なお、これによる損益に与え

る影響については軽微であり

ます。

 

・その他の有形固定資産

定率法

  なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

                  ４～15年

 ロ　無形固定資産

定額法

  なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づいております。

ロ　無形固定資産

　　　　同左

 

ロ　無形固定資産

同左

 

       

 

  

ハ　繰延資産

株式交付費

支出時に全額費用として処理

しております。

ハ　繰延資産

株式交付費

  　　　　　 同左　
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

(3）重要な引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

イ　貸倒引当金

　　　　　同左

イ　貸倒引当金

　　　　　 同左

 ロ　メンテナンス費用引当金

　省エネルギー支援サービス事

業の機械装置にかかる定期点検

等のメンテナンス費用の支出に

備えるため、その支出見込額の

うち当中間連結会計期間末まで

に負担すべき費用の見積額を計

上しております。 

ロ　メンテナンス費用引当金

　　　　　同左

ロ　メンテナンス費用引当金

　省エネルギー支援サービス事

業の機械装置にかかる定期点検

等のメンテナンス費用の支出に

備えるため、その支出見込額の

うち当連結会計年度末までに負

担すべき費用の見積額を計上し

ております。

 ハ　設備改善費用引当金 

　省エネルギー支援サービス事

業用設備に発生した故障に対す

る修繕費、故障を未然に防ぐた

めの施策費用及び設備停止中に

顧客が被る損失に対する補償等

により、将来発生が見込まれる

諸費用について、合理的に見積

もられる金額を計上しておりま

す。

ハ　設備改善費用引当金 

          同左

ハ　設備改善費用引当金

　　　　　同左

 ニ　契約損失引当金 

　エネルギー供給サービス契約

の損失に備えるため、今後、損失

発生の可能性が高く、かつ、金額

を合理的に見積もることができ

る契約について、損失見込額を

計上しております。

ニ　契約損失引当金 

          同左

ニ　契約損失引当金

　　　　　同左

(4）重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

          同左           同左

(5）重要なヘッジ会計の方法 イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

イ　ヘッジ会計の方法

          同左

イ　ヘッジ会計の方法

          同左

 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ

  ヘッジ対象・・・借入金

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

          同左

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

            同左

 ハ　ヘッジ方針 

　デリバティブ取引に関する社

内規定に基づき、借入金の金利

変動によるリスクを回避するこ

とを目的として金利スワップを

利用しており、投機目的の取引

は行っておりません。

ハ　ヘッジ方針 

          同左

ハ　ヘッジ方針

　　　　　同左

 ニ　ヘッジ有効性の評価方法 

　ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュ・フローの変動の累

計とを比率分析する方法により

行っております。

ニ　ヘッジ有効性の評価方法 

          同左 

ニ　ヘッジ有効性の評価方法

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

(6）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための基本となる重要な

事項

イ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　ただし、免税業者である一部の

連結子会社は、税込方式によっ

ております。

イ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

イ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

  ただし、免税業者である一部　

の連結子会社は、税込方式に

よっております。

 ロ　借入金利息等の固定資産取得

原価算入 

  建設期間が１年以上のプロ

ジェクトにかかる固定資産につ

いてはその建設期間中の借入金

利息及び借入付随費用を取得原

価に算入しております。なお、当

中間連結会計期間において取得

原価に算入した支払利息及び借

入付随費用は 32,990千円です。 

ロ　借入金利息等の固定資産取得

原価算入 

  建設期間が１年以上のプロ

ジェクトにかかる固定資産につ

いてはその建設期間中の借入金

利息及び借入付随費用を取得原

価に算入しております。なお、当

中間連結会計期間において取得

原価に算入した支払利息及び借

入付随費用は 45,445千円です。 

ロ　借入金利息等の固定資産取得

原価算入

　建設期間が１年以上のプロ

ジェクトにかかる固定資産につ

いては、その建設期間中の借入

金利息及び借入付随費用を取得

原価に算入しております。なお、

当連結会計年度において取得原

価に算入した支払利息及び借入

付随費用は52,403千円です。

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

　　　　　　　同左 同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（重要な資産の評価基準及び評価方法）

　当社及び子会社は、たな卸資産の評価基準及

び評価方法は最終仕入原価法による原価法を

採用しておりましたが、原材料の価格変動を適

時に反映させ、より適正なたな卸資産の評価額

を算定するため、当中間連結会計期間より最終

仕入原価法による原価法から総平均法による

原価法に変更しております。

　この結果、従来と同一の方法に寄った場合と

比べ、たな卸資産が1,442千円増加し、売上総損

失、営業損失、経常損失及び税金等調整前中間

純損失はそれぞれ同額減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響額につい

ては、当該箇所に記載しております。　

 　　　―――――――――――  (たな卸資産の評価基準及び評価方法に関す

る会計基準)

　当社及び子会社は、たな卸資産の評価基準及

び評価方法は最終仕入原価法を採用しており

ましたが、原材料の価格変動を適時に反映さ

せ、より適正なたな卸資産の評価額を算定す

るため、当連結会計年度より最終仕入原価法

による原価法から総平均法による原価法に変

更しております。

　この結果、従来と同一の方法によった場合と

比べ、たな卸資産が237千円減少し、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ同額減少しております。

 

 (減価償却資産の減価償却の方法に関する会

計基準)

  当連結会計年度より、法人税法等の改正

（所得税法等の一部を改正する法律　平成19

年３月30日　法律第６号及び法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政

令第83号）に伴い、省エネルギー支援サービ

ス事業の買取オプションが付与された固定資

産以外の有形固定資産で平成19年４月１日以

降に取得したものついて、改正後の法人税法

に基づく償却率を採用しております。なお、こ

れによる損益に与える影響は軽微です。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

　　　　　　    3,367,114千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

　　　　　　    5,046,774千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額  

　　　　　　　 4,202,990千円

※２．担保に供している資産 

①　現金及び預金 180,401千円
機械装置及び

運搬具
246,080千円

　この他に連結上相殺されている

関係会社株式（帳簿価額

3,390,000千円）を担保に供して
おります。

　上記物件は、一年内返済予定長

期借入金90,000千円、長期借入金
8,833,750千円及び金利スワップ
取引の担保に供しております。

※２．担保に供している資産 

①　現金及び預金 1,070,361千円
建物及び構築

物
943,401千円

機械装置及び

運搬具
2,572,388千円

　この他に連結上相殺されている

関係会社株式（帳簿価格

  3,390,000千円）及び関係会社長
期貸付金（帳簿価格450,000千円）
を担保に供しております。

　上記物件は、一年内返済予定長

期借入金 782,500千円、長期借入
金 10,631,250千円及び金利ス
ワップ取引の担保に供しており

ます。

※２．担保に供している資産

①　現金及び預金 716,554千円
機械装置及び

運搬具
237,820千円

　この他に連結上相殺されている

関係会社株式（帳簿価額

3,390,000千円）及び関係会社長
期貸付金（帳簿価格450,000千
円）を担保に供しております。

　上記物件及び関係会社株式は、

一年内返済予定長期借入金

732,500千円、長期借入金
10,045,000千円及び金利スワップ
取引の担保に供しております。

②　売掛金 537,473千円
 　　　上記債権を割賦及びリースに関す

る債務に対する譲渡担保等に供し

ております。なお、上記割賦及び

リースに関する債務は、未払金

57,341千円、一年内支払予定長期未
払金 1,766,013千円、長期未払金
 10,719,685千円です。

②　売掛金  759,034千円
 　　　上記債権を割賦及びリースに関す

る債務に対する譲渡担保等に供し

ております。なお、上記割賦及び

リースに関する債務は、未払金　

74,502千円、一年内支払予定長期未
払金　1,635,183千円、長期未払金
 9,746,692千円です。

②　売掛金 611,108千円
　上記債権を割賦及びリースに関

する債務に対する譲渡担保等に供

しております。なお、上記割賦及び

リースに関する債務は、未払金

45,608千円、一年内支払予定長期未
払金1,699,773千円、長期未払金
9,937,915千円です。

※３．当中間連結会計期間において、

国庫補助金の受入れにより、建物

及び構築物220,563千円、機械装置
及び運搬具890,062千円、工具・器
具及び備品7,989千円、電気施設利
用権3,990千円の圧縮記帳を行いま
した。中間連結貸借対照表計上額

はこの圧縮記帳額を控除しており

ます。

　なお、有形固定資産及び無形固定

資産に係る国庫補助金の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物及び

構築物488,216千円、機械装置及び
運搬具5,047,215千円、工具・器具
及び備品9,302千円、電気施設利用
権31,925千円です。

※３．当中間連結会計期間において、

国庫補助金の受入はありません。

　なお、有形固定資産及び無形固定

資産に係る国庫補助金の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物及び

構築物 564,829千円、機械装置及び
運搬具 5,509,049千円、工具・器具
及び備品 11,109千円、電気施設利
用権 48,514千円です。

※３．当連結会計年度において、国庫

補助金の受入れにより、建物及び

構築物297,176千円、機械装置及び
運搬具1,351,896千円、工具、器具
及び備品9,797千円、電気施設利用
権20,579千円の圧縮記帳を行いま
した。連結貸借対照表計上額はこ

の圧縮記帳額を控除しておりま

す。

　なお、有形固定資産及び無形固

定資産に係る国庫補助金の受入

れによる圧縮記帳累計額は、建物

及び構築物564,829千円、機械装置
及び運搬具5,509,049千円、工具、
器具及び備品11,109千円、電気施
設利用権48,514千円です。
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前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

　４．当社の連結子会社は、バイオマ

ス発電所の設備資金の効率的な

調達を行うため、主要取引金融機

関と貸出コミットメント型シン

ジケート・ローン契約を締結し

ております。これらの契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入

実行残高は次のとおりです。

　４．当社の連結子会社は、ガスター

ビン発電所の設備資金の効率的

な調達を行うため、主要取引金融

機関と貸出コミットメント型シ

ンジケート・ローン契約を締結

しております。これらの契約に基

づく当中間連結会計期間末の借

入実行残高は次のとおりです。

　４．当社の連結子会社は、ガスター

ビン発電所の設備資金の効率的

な調達を行うため、主要取引金融

機関と貸出コミットメント型シ

ンジケート・ローン契約を締結

しております。これらの契約に基

づく当連結会計年度末の借入実

行残高は次のとおりです。

コミットメント

の総額
14,037,800千円

借入実行残高 6,770,000千円

差引額 7,267,800千円
  

コミットメント

の総額
 8,068,000千円

借入実行残高  3,650,000千円

差引額  4,418,000千円
  

コミットメント

の総額
8,068,000千円

借入実行残高 3,110,000千円

差引額 4,958,000千円
  

※５． ――――――――――― ※５． ――――――――――― ※５．裏書譲渡手形は受取手形を直

接減額して表示しております。な

お、当連結会計年度末の裏書譲渡

手形の残高は75,887千円です。

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

給料手当 153,732千円

支払手数料 67,183千円

給料手当 191,064千円

支払手数料 50,347千円

給料手当 344,675千円

支払手数料 113,998千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前連結会計年度末
当中間連結会計期間
増加

当中間連結会計期間
減少

当中間連結会計期間
末

発行済株式     

普通株式（株）

         (注）1,2
62,305.89 7,655 － 69,960.89

自己株式     

　普通株式（株） 6.89 － － 6.89

(注） １．当中間連結会計期間におけるストック・オプション（新株予約権）の権利行使により増加した株式の数は　

以下の通りです。

区　　分 増加した株式の数

 平成15年６月12日開催の第６回定時株主総会決議による新株予約権  50株

 平成16年９月27日開催の第８回定時株主総会決議による新株予約権 105株

 合　　計 155株

　２．平成18年10月16日発行の第９回新株予約権の権利行使により増加した株式の数

 
7,500株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高
（千円） 

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）
平成18年新株予約権 普通株式 － 15,000 7,500 7,500 7,822

合計 － － 15,000 7,500 7,500 7,822

　(注)１．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。　　　　　

２．目的となる株式の変動事由の概要

  平成18年新株予約権の増加は、平成18年10月16日に第三者割当の方法によりメリルリンチ日本証券株式会

社に有償にて割当発行したものです。

  平成18年新株予約権の減少は、権利行使によるものです。 

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前連結会計年度末
当中間連結会計期間
増加

当中間連結会計期間
減少

当中間連結会計期間
末

発行済株式     

普通株式（株）

         (注）1,2
74,786.89 3,030.0 － 77,816.89

自己株式     

　普通株式（株） 6.89 － － 6.89

(注） １．当中間連結会計期間におけるストック・オプション（新株予約権）の権利行使により増加した株式の数は　

以下の通りです。
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区　　分 増加した株式の数

 平成14年６月24日開催の第５回定時株主総会決議による新株予約権  30 株

 合　　計 30 株

　２．平成18年10月16日発行の第９回新株予約権の権利行使により増加した株式の数

 
 3,000株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高
（千円） 

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）
平成18年新株予約権 普通株式 3,000 － 3,000 － －

合計 － 3,000 － 3,000 － －

　(注)１．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。　　　　　

２．目的となる株式の変動事由の概要

  平成18年新株予約権の減少は、平成18年10月16日に第三者割当の方法によりメリルリンチ日本証券株式会

社に対して割当発行した分の権利行使によるものです。

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前連結会計年度末 増　加 減　少 当連結会計年度末

 発行済株式     

 普通株式（株）(注）1,2 62,305.89 12,481.00 － 74,786.89

 自己株式     

 普通株式（株） 6.89 － － 6.89

 (注)　１．当期におけるストック・オプション（新株引受権及び新株予約権）の権利行使により増加した株式の数は以　　

　下の通りです。

  

区　　分 増加した株式の数

 平成12年６月26日開催の第３回定時株主総会決議による新株引受権 226株

 平成13年６月25日開催の第４回定時株主総会決議による新株引受権 50株

 平成14年６月24日開催の第５回定時株主総会決議による新株予約権 50株

 平成15年６月12日開催の第６回定時株主総会決議による新株予約権  50株

 平成16年９月27日開催の第８回定時株主総会決議による新株予約権 105株

 合　　計 481株

 ２．平成18年10月16日発行の第９回新株予約権の権利行使により増加した株式の数

 12,000株
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 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）
平成18年新株予約権 普通株式 － 15,000 12,000 3,000 3,129

合計 － － 15,000 12,000 3,000 3,129

 （注）１.目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

 　　　２.目的となる株式の変動事由の概要

 　　　　　 平成18年新株予約権の増加は、平成18年10月16日に第三者割当の方法によりメリルリンチ日本証券株式会社に

有償にて割当発行したものです。

　平成18年新株予約権の減少は、権利行使によるものです。

 

 ３．配当に関する事項

 　　　該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘

定
3,231,195

担保に供している

預金
△180,401

現金及び現金同等

物
3,050,794

 （千円）

現金及び預金勘

定
4,552,259

担保に供している

預金
△1,070,361

現金及び現金同等

物
3,481,897

 （千円）

現金及び預金勘

定
4,760,773

預入期間３ヶ月

超の定期預金
△130,000

担保に供している

預金
△716,555

現金及び現金同等

物
3,914,218
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械装置
及び運搬
具

1,246,065 140,684 1,105,381

合計 1,246,065 140,684 1,105,381

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械装
置及び
運搬具

1,443,804 257,283 1,186,521

工具、
器具及
び備品

9,315 2,505 6,809

合計 1,453,119 259,789 1,193,330

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装
置及び
運搬具

1,678,404 200,658 1,477,746

工具、
器具及
び備品

9,315 1,573 7,741

合計 1,687,719 202,232 1,485,487

  （注）　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等

(2）未経過リース料期末残高相当額

等

１年内 135,321千円

１年超 970,059千円

合計 1,105,381千円

１年内 158,122千円

１年超 1,035,208千円

合計 1,193,330千円

１年内 181,582千円

１年超 1,303,904千円

合計 1,485,487千円

 　（注）　未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算

定しております。

同左 　（注）　未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 67,360千円

減価償却費相

当額
67,360千円

支払リース料   79,061千円

減価償却費相

当額
  79,061千円

  

支払リース料 148,960千円

減価償却費相

当額
148,960千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年以内 222,828千円

１年超 833,931千円

合計 1,056,760千円

１年以内   289,743千円

１年超 1,129,165千円

合計 1,418,909千円

１年以内 221,108千円

１年超 772,324千円

合計 993,433千円

 （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失

はありません。

 （減損損失について）

　同左

（減損損失について）

　同左

（有価証券関係）

 前中間連結会計期間末（平成18年12月31日）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

 　　　　　　非上場株式 10,000

 

 当中間連結会計期間末（平成19年12月31日）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

 　　　　　　非上場株式 6,170

 

前連結会計年度末（平成19年６月30日）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

　　　　　　 非上場株式 3,670

（注）当連結会計年度において、投資有価証券について6,329千円減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日）

　当社グループが利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項

はありません。

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日）

　当社グループが利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項

はありません。

前連結会計年度末（平成19年６月30日）

　当社グループが利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項

はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

 　  該当事項はありません。 

 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

 　  該当事項はありません。 

 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

　（1）ストック・オプションの内容 

 
平成12年６月ストック・

オプション

平成13年６月ストック・

オプション

平成14年６月ストック・

オプション

付与対象者の区分及び数　 
当社取締役　３名

当社従業員　９名　

当社取締役　３名

当社従業員　９名　

当社取締役　３名

当社従業員　18名　

ストック・オプション数   　(注) 普通株式　2,000株 普通株式　1,000株 普通株式　1,000株

付与日 平成12年６月26日 平成13年６月25日 平成14年６月24日

権利確定条件

平成12年６月現在におい

て実業務の執行者であ

り、当社の役員・従業員、

各出資企業からの出向契

約役員・社員および外部

からの業務提携契約社員

であること。 

平成13年６月現在で実業

務の執行者であり、当社

の役員・従業員及び各出

資企業からの出向契約役

員・社員であること。

 

平成14年６月現在におい

て実業務の執行者であ

り、当社の常勤役員・正

社員・契約社員・各出資

企業からの出向契約役社

員であること。 

 

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ

りません。

対象勤務期間の定めはあ

りません。

対象勤務期間の定めはあ

りません。

権利行使期間

自　平成14年６月26日

至　平成22年６月26日

ただし、株式公開後

（除く役員）

自　平成15年６月26日

至　平成23年６月26日

ただし、株式公開後

（除く役員）

自　平成16年６月25日

至　平成24年６月25日

ただし、株式公開後

（除く役員） 

 

 
平成15年６月ストック・

オプション

平成16年２月ストック・

オプション

平成16年９月ストック・

オプション

付与対象者の区分及び数　 

当社取締役　５名

当社監査役　１名

当社従業員　33名

 

当社取締役　５名

業務委託者　２名

当社従業員　14名

 

当社取締役　１名

当社監査役　１名

業務委託者　３名

当社従業員　53名

ストック・オプション数   （注） 普通株式　1,250株 普通株式　1,000株 普通株式　1,250株

付与日

平成15年６月12日

平成15年７月10日

平成15年11月15日

平成16年２月19日

平成16年７月５日

平成16年９月27日

平成16年11月27日
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平成15年６月ストック・

オプション

平成16年２月ストック・

オプション

平成16年９月ストック・

オプション

権利確定条件

付与日において、当社の

実業務の主従事者（役

員、顧問、正社員、契約社

員、出向者）であること。

付与日において、当社の

実業務の主従事者（役

員、顧問、正社員、契約社

員、出向者）であること。

付与日において、当社の

実業務の主従事者（役

員、顧問、正社員、契約社

員、出向者）であること。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ

りません。

対象勤務期間の定めはあ

りません。

対象勤務期間の定めはあ

りません。

権利行使期間

 自　平成17年６月13日

 至　平成25年６月12日

ただし、株式公開６ヵ月

以降（除く役員） 

 自　平成18年２月20日

 至　平成26年２月19日

ただし、株式公開６ヵ月

以降（除く役員） 

 自　平成18年９月28日

 至　平成26年９月27日

ただし、株式公開６ヵ月

以降（除く役員） 

(注)　株式の付与数は、平成17年11月21日に行った、株式分割後の株数に換算して記載しております。 
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 　（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度(平成19年６月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 
平成12年６月ストック・

オプション

平成13年６月ストック・

オプション

平成14年６月ストック・

オプション

権利確定後　　　　　    　(株)    

前連結会計年度末 659 425 325

権利確定 － － －

権利行使 226 50 50

失効 － － －

未行使残 433 375 275

 

 
平成15年６月ストック・

オプション

平成16年２月ストック・

オプション

平成16年９月ストック・

オプション

権利確定後　　　　    　　(株)    

前連結会計年度末 245 535 1,115

権利確定 － － －

権利行使 50 － 105

失効 － 20 180

未行使残 195 515 830

  　(注)　上記失効は、新株予約権者退職等に伴う権利喪失によるものであります。

　　 

 

　（3）単価情報

 
平成12年６月ストック・

オプション

平成13年６月ストック・

オプション

平成14年６月ストック・

オプション

権利行使価格　　　　    　(円) 60,000 66,000 66,000

行使時平均株価　      　　(円） 101,078 106,000 112,000

公正な評価単価(付与日） 　(円) － － －

 

 
平成15年６月ストック・

オプション

平成16年２月ストック・

オプション

平成16年９月ストック・

オプション

権利行使価格　　    　　　(円) 72,000 100,000 110,000

行使時平均株価　          (円） 136,500 － 137,714

公正な評価単価(付与日）　 (円) － － －
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

省エネル
ギー支援
サービス事
業
（千円）

グリーンエ
ナジー事業
（千円）

電力ビジネ
ス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,585,724 389,956 1,639,131 4,614,813 － 4,614,813

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 256,348 － 256,348 (256,348) －

計 2,585,724 646,305 1,639,131 4,871,162 (256,348) 4,614,813

営業費用 2,381,063 762,948 1,773,461 4,917,473 (120,610) 4,796,863

営業利益又は営業損失（△） 204,661 △116,642 △134,330 △46,311 (135,738) △182,050

 （注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループが顧客に対して提供するサービスの類似性に従って区分しております。

２．営業費用のうち、「消去又は全社」項目に含めた配賦不能営業費用の金額は135,738千円であり、その主な

　　ものは当社の管理部門に係る費用です。

３．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要な商品・製品及びサービス

省エネルギー支援サービス事業

顧客企業の省エネルギーを支援することを目的とした事業。顧客企業のエネル

ギー使用実態を調査・診断し、省エネルギー設備の施工・運用を一貫して行いま

す。

グリーンエナジー事業
木質バイオマス等を燃料とする新エネルギーによる発電事業で、発電のみならず

地域環境の改善を目的とした事業。

電力ビジネス事業
電力の需要と供給を最適化し、エネルギーの社会全体の効率性を改善することを

目的とした、電力の小売事業及び電力の市場取引事業。

４．会計方針の変更

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、たな卸資産の評価基準及び評価方法を最終仕入原価法から総平均法による原価法に変更いたしました。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて営業費用及び営業損失が「省エネルギー支援サービス事

業」で522千円、「グリーンエナジー事業」で387千円、「電力ビジネス事業」で532千円、それぞれ減少してお

ります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

省エネル
ギー支援
サービス事
業
（千円）

グリーンエ
ナジー事業
（千円）

電力ビジネ
ス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,519,451 697,773 3,746,843 6,964,067 － 6,964,067

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 354,560 － 354,560 (354,560) －

計 2,519,451 1,052,333 3,746,843 7,318,628 (354,560) 6,964,067

営業費用 2,601,835 1,194,113 3,589,337 7,385,285 (199,938) 7,185,346

営業利益又は営業損失（△） △82,383 △141,779 157,505 △66,657 (154,621) △221,278

 （注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループが顧客に対して提供するサービスの類似性に従って区分しております。

２．営業費用のうち、「消去又は全社」項目に含めた配賦不能営業費用の金額は154,621千円であり、その主な

　　ものは当社の管理部門に係る費用です。
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３．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要な商品・製品及びサービス

省エネルギー支援サービス事業

顧客企業の省エネルギーを支援することを目的とした事業。顧客企業のエネル

ギー使用実態を調査・診断し、省エネルギー設備の施工・運用を一貫して行いま

す。

グリーンエナジー事業
木質バイオマス等を燃料とする新エネルギーによる発電事業で、発電のみならず

地域環境の改善を目的とした事業。

電力ビジネス事業
電力の需要と供給を最適化し、エネルギーの社会全体の効率性を改善することを

目的とした、電力の小売事業及び電力の市場取引事業。

 

 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

省エネル
ギー支援
サービス事
業
（千円）

グリーンエ
ナジー事業
（千円）

電力ビジネ
ス事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,264,409 1,223,003 4,084,875 10,572,288 － 10,572,288

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 695,857 － 695,857 (695,857) －

計 5,264,409 1,918,861 4,084,875 11,268,146 (695,857) 10,572,288

営業費用 4,800,755 1,837,661 4,260,537 10,898,954 (415,516) 10,483,438

営業利益又は営業損失（△） 463,653 81,199 △175,661 369,191 (280,341) 88,849

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、当社グループが顧客に対して提供するサービスの類似性に従って区分しております。
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２．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要な商品・製品及びサービス

省エネルギー支援サービス事業

顧客企業の省エネルギーを支援することを目的とした事業。顧客企業のエネル

ギー使用実態を調査・診断し、省エネルギー設備の施工・運用を一貫して行いま

す。

グリーンエナジー事業
木質バイオマス等を燃料とする新エネルギーによる発電事業で、発電のみならず

地域環境の改善を目的とした事業。

電力ビジネス事業
電力の需要と供給を最適化し、エネルギーの社会全体の効率性を改善することを

目的とした、電力の小売事業及び電力の市場取引事業。

３．営業費用のうち、「消去又は全社」項目に含めた配賦不能営業費用の金額は280,341千円であり、その主なも

のは当社の管理部門に係わる費用です。

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 97,220.26円

１株当たり中間純損

失金額
4,505.44円

１株当たり純資産額 95,541.37円

１株当たり中間純損

失金額
6,163.57円

１株当たり純資産額 105,133.88円

１株当たり当期純利

益
3,151.72円

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
2,941.52円

  潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

  潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

 

（注）算定上の基礎

　１．１株当たり純資産額

 
前中間連結会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末
（平成19年12月31日）

前連結会計年度末
（平成19年６月30日）

中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）

の純資産の部の合計額（千円）
6,814,310 7,453,094 7,884,549

普通株式に係る純資産額（千円） 6,800,945 7,434,073 7,861,911

中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）

の純資産の部の合計額と１株当たり純資

産額の算定に用いられた普通株式に係る

中間連結会計期間末（連結会計年度末）

の純資産額との差額の主な内訳（千円）

   

　新株予約権 7,822 － 3,129

　少数株主持分 5,542 19,020 19,508

普通株式の発行済株式数（株） 69,960.89 77,816.89 74,786.89

普通株式の自己株式数（株） 6.89 6.89 6.89

１株当たり純資産の算定に用いられた普

通株式の数（株）
69,954.00 77,810.00 74,780.00

２．１株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純利益又は純損

失金額    

中間純損失（△）又は当期純利益　　（千

円）
△291,212 △477,368 218,396

普通株主に帰属しない金額（千円） －  －

普通株式に係る中間純損失（△）又は当

期純利益（千円）
△291,212 △477,368 218,396

期中平均株式数（株） 64,635.88 77,450.00 69,294.55

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に用いられた普通株式増加

数の主な内訳（株）

   

新株予約権 － － 4,951.56

普通株式増加数（株） － － 4,951.56
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前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

参　考：

全新株予約権の概要

 

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21

の規定による新株予約

権（新株予約権の目的

となる株式の種類及び

数　普通株式：６種類、

3,054株）及び第９回新

株予約権（第三者割当

・新株予約権の目的と

なる株式の種類及び数

　普通株式：7,500株）

参　考：

全新株予約権の概要

 

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21

の規定による新株予約

権（新株予約権の目的

となる株式の種類及び

数　普通株式：６種類、

2,348株）

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法280条ノ

20及び第280条ノ21の

規定による新株予約

権。（新株予約権の目

的となる株式の種類及

び数　普通株式：830

株）
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 １．日本森林燃料株式会社の増資に

伴う株式取得

 連結子会社である日本森林燃料株

式会社は、平成19年１月25日に有償

第三者割当発行増資を行いました。

当該有償第三者割当発行増資の提

出会社および外部の株式引受状況

は次のとおりです。

 

 日本森林燃料株式会社

 増資発行株式総数：  250株

 発行価格：　　　  200千円

 発行価格総額： 50,000千円

 

 ①提出会社の引受状況

   割当引受株式数：  150株

   発行価格：　    200千円

   引受総額：   30,000千円

 

 ②外部の引受状況　

 　割当引受株式数：  100株

 　発行価格：　    200千円

 　引受総額：   20,000千円

１．重要な子会社の設立

　平成20年１月23日付で下記概要の

子会社を設立いたしました。

①商　　　号：株式会社バイオネン

サービス

②代　表　者：代表取締役社長

　　　　　　　滝澤　誠

③本店所在地：東京都中央区

④事業内容　：バイオマス燃料の売

買

⑤決　算　期：６月

⑥資　本　金：7,500千円

⑦発行株式数：300株

⑧株主構成　：

当社　　　 　　　　　　 66.8％

株式会社ミツヤマグリーン

プロジェクト  　　　　  20.0％

奥田商事運輸有限会社　　 6.6％

ナイスクリーン株式会社   6.6％

 

２．第三者割当方式による増資

 平成２０年３月１４日開催の㈱

ファーストエスコ取締役会におい

て、株式会社環境エネルギー投資

（以下「ＥＥＩ」という。）及びＥ

ＥＩが無限責任組合員を務める環

境エネルギー１号投資事業有限責

任組合との間で、第三者割当てによ

る新株式の発行（以下、「本増資」

という。）に関する資本提携契約を

締結し、環境エネルギー１号投資事

業有限責任組合を割当先として本

増資を実施することを決議致しま

した。

　なお、本増資に伴い主要株主の異

動が見込まれます。

①募集の方法：第三者割当による

新株式発行

②割当先　　：環境エネルギー１号

投資事業有限責任

組合

③発行新株数：普通株式11,200株

④発行価額　：１株につき53,550円

⑤発行価額の総額：599,760,000円

⑥資本組入額　　：299,880,000円

⑦申込期日　：平成20年３月28日

⑧払込期日　：平成20年３月31日

⑨新株交付日：平成20年３月31日 

１．重要な子会社の設立

　平成19年７月３日付で下記概要の

子会社を設立いたしました。

①商　　　号：株式会社新潟ニューエ

ナジー

②代　表　者：代表取締役社長

　　　　　　　内田義康

③本店所在地：東京都中央区

④事業内容　：発電事業

⑤決　算　期：６月

⑥資　本　金：10,000千円

⑦発行株式数：200株

⑧株主構成　：当社 100％
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前中間連結会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ⑩配当起算日：平成20年１月１日 

⑪資金使途　：環境負荷の低い新エ

ネルギーによる発

電設備の開発及び

電力ビジネス事業

における運転資金

等

⑫上記各行については、金融商品取

引法による届出の効力発生を条

件といたします。

　株式会社ファーストエスコと株式

会社環境エネルギー投資及び環

境エネルギー１号投資事業有限

責任組合との間で締結した資本

提携契約により、株式会社環境エ

ネルギー投資による株式会社

ファーストエスコへの役員派遣

及びグリーンエナジー事業の３

つの子会社株式の一部譲渡を行

う予定であります。また、電力ビ

ジネス事業については、戦略的

パートナーの招聘及び事業構造

の再構築等を視野に入れ、将来構

想についての合意を行う予定で

す。

　本増資の実施に伴い割当先が保

有する株式会社ファーストエス

コの所有株式数割合は12.58％と

なる予定です。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,178,533   2,432,997   2,737,072   

２．受取手形 ※５ 4,439   33,549   47,477   

３．売掛金 ※２ 1,248,267   1,370,696   1,429,487   

４．たな卸資産  181,822   149,131   265,575   

５．関係会社短期貸付金  3,189,000   1,906,000   2,276,000   

６．その他  317,976   294,013   416,395   

　　貸倒引当金  △800   △400   △800   

流動資産合計   7,119,238 30.8  6,185,987 27.0  7,171,208 30.0

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※３ 1,361,422   1,288,937   1,318,789   

２．機械及び装置 ※2,3 10,912,900   10,070,685   10,492,982   

３．その他  484,715   34,658   169,429   

有形固定資産合計   12,759,038   11,394,281   11,981,201  

(2）無形固定資産   29,041   32,601   37,756  

(3）投資その他の資産           

１．関係会社株式 ※２ 2,027,600   4,290,000   3,788,064   

２．その他 ※２ 1,178,475   969,234   893,238   

　　貸倒引当金  △1,480   －   －   

投資その他の資産合
計

  3,204,595   5,259,234   4,681,302  

固定資産合計   15,992,675 69.2  16,686,116 73.0  16,700,260 70.0

資産合計   23,111,914 100.0  22,872,104 100.0  23,871,469 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金   945,469   1,097,974   988,443  

２．一年内返済予定長期
借入金

※２  32,945   83,146   83,423  

３．未払金 ※２  465,108   44,649   330,602  

４．一年内支払予定長期
未払金

※２  1,766,013   1,635,183   1,699,773  

５. メンテナンス費用引
当金   124,258   241,713   48,668  

６．設備改善費用引当金   154,327   9,940   21,538  

７．契約損失引当金   37,149   58,383   65,717  

８．その他 ※４  427,818   64,119   697,280  

流動負債合計   3,953,088 17.1  3,235,111 14.1  3,935,449 16.5
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２  168,389   560,242   601,461  

２．長期未払金 ※２  10,719,685   9,746,692   9,937,915  

３．メンテナンス費用引
当金

  15,220   －   －  

４．契約損失引当金   90,750   365,910   413,582  

５．その他   136,581   230,994   182,918  

固定負債合計   11,130,626 48.2  10,903,840 47.7  11,135,878 46.6

負債合計   15,083,714 65.3  14,138,951 61.8  15,071,327 63.1

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   5,905,934 25.6  6,294,989 27.5  6,150,394 25.8

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金  3,616,284   3,983,199   3,840,584   

資本剰余金合計   3,616,284 15.6  3,983,199 17.4  3,840,584 16.1

３．利益剰余金           

(1) その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  △1,499,568   △1,542,763   △1,191,693   

利益剰余金合計   △1,499,568 △6.5  △1,542,763 △6.7  △1,191,693 △5.0

４．自己株式   △2,272 △0.0  △2.272 △0.0  △2,272 △0.0

株主資本合計   8,020,377 34.7  8,733,152 38.2  8,797,012 36.9

Ⅱ　新株予約権   7,822 0.0  － －  3,129 0.0

純資産合計   8,028,199 34.7  8,733,152 38.2  8,800,141 36.9

負債純資産合計   23,111,914 100.0  22,872,104 100.0  23,871,469 100.0

           

②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,225,903 100.0  5,480,176 100.0  9,357,061 100.0

Ⅱ　売上原価   3,995,540 94.5  5,505,587 100.5  8,653,265 92.5

売上総利益又は売
上総損失(△)

  230,362 5.5  △25,410 △0.5  703,795 7.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費   320,987 7.6  356,196 6.5  662,406 7.1

営業利益又は営業
損失(△)

  △90,625 △2.1  △381,606 △7.0  41,389 0.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  47,636 1.1  44,436 0.8  136,643 1.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  4,037 0.1  16,149 0.2  15,648 0.2

経常利益又は経常
損失(△)

  △47,026 △1.1  △353,319 △6.4  162,384 1.7

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  5,799 0.1  249,852 2.7

Ⅶ　特別損失 ※４  － －  － －  147,823 1.6

税引前中間(当期)
純利益又は税引前
中間(当期)純損失
(△)

  △47,026 △1.1  △347,519 △6.3  264,413 2.8

法人税、住民税及
び事業税

 8,900   3,551   12,464   

法人税等調整額  － 8,900 0.2 － 3,551 0.1 － 12,464 0.1
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

中間(当期)純利益
又は中間(当期)純
損失(△)

  △55,926 △1.3  △351,070 △6.4  251,949 2.7
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

株　主　資　本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成18年６月30日　残高　（千円） 5,470,500 3,196,000 △1,443,642 △2,272 7,220,585 － 7,220,585

中間会計期間中の変動額        

新株の発行（新株予約権の行使） 435,434 420,284   855,718  855,718

中間純利益又は中間純損失(△)   △55,926  △55,926  △55,926

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

     7,822 7,822

中間会計期間中の変動額合計（千円） 435,434 420,284 △55,926 － 799,792 7,822 807,614

平成18年12月31日　残高  （千円） 5,905,934 3,616,284 △1,499,568 △2,272 8,020,377 7,822 8,028,199

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株　主　資　本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成19年６月30日　残高　（千円） 6,150,394 3,840,584 △1,191,693 △2,272 8,797,012 3,129 8,800,141

中間会計期間中の変動額        

新株の発行（新株予約権の行使） 144,595 142,615   287,211  287,211

中間純利益又は中間純損失(△)   △351,070  △351,070  △351,070

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

     △3,129 △3,129

中間会計期間中の変動額合計（千円） 144,595 142,615 △351,070  △63,859 △3,129 △66,988

平成19年12月31日　残高  （千円） 6,294,989 3,983,199 △1,542,763 △2,272 8,733,152 － 8,733,152

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

株　主　資　本

資　本　金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年6月30日　残高　(千円） 5,470,500 3,196,000 △1,443,642 △2,272 7,220,585

事業年度中の変動額      

新株の発行（新株予約権の行使） 679,894 644,584   1,324,478

当期純利益   251,949  251,949

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額）
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株　主　資　本

資　本　金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

事業年度中の変動額合計　(千円） 679,894 644,584 251,949 － 1,576,427

平成19年6月30日　残高　(千円) 6,150,394 3,840,584 △1,191,693 △2,272 8,797,012

 新株予約権 純資産合計

平成18年６月30日　残高　(千円） － 7,220,585

事業年度中の変動額   

新株の発行（新株予約権の行使）  1,324,478

当期純利益  251,949

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

3,129 3,129

事業年度中の変動額合計 (千円） 3,129 1,579,556

平成19年６月30日　残高　(千円） 3,129 8,800,141
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

 (1）有価証券

     売買目的有価証券

      時価法（売却原価は移動平

均法により算定）

　なお、特定金外信託に含まれ

る有価証券も同一の評価基準

及び評価方法によっておりま

す。

 (1）有価証券

――――――――

 (1）有価証券

――――――――

 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

 その他有価証券

時価のないもの 

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの 

　　同左

その他有価証券

時価のないもの

　　　同左

 (2）たな卸資産

貯蔵品

総平均法による原価法

(2）たな卸資産

貯蔵品

　　同左

(2）たな卸資産

製品、貯蔵品

　　　同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

　買取りオプションが付与

された固定資産について

は、エネルギー供給サービ

ス契約期間を耐用年数と

し、契約期間満了時におけ

る資産の見積処分価額を残

存価額とする定額法。上記

以外については経済的使用

可能予測期間を耐用年数と

する定額法。　　

　なお、主な耐用年数は次の

とおりです。　　

建物及び構築物　５～31年

機械装置　　　　５～15年

(1）有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

　　　同左

(1）有形固定資産

・省エネルギー支援サービス事

業用の有形固定資産

　　　　同左

 ・その他の有形固定資産　 ・その他の有形固定資産　 ・その他の有形固定資産　

 　　定率法

　なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

　　　　　　　　　４～15年

　　定率法

　なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

　　　　　　　　　４～15年

 (追加情報）

　当社は、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価格の５％に到

達した事業年度の翌事業年

度より、取得価格の５％相

当額と備忘価格との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。

　なお、これによる損益に与

える影響については軽微で

あります。

　　定率法

　なお、主な耐用年数は次の

とおりです。

　　　　　　　　　４～15年
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 

(2）無形固定資産

定額法

(2）無形固定資産

　　　　同左

(2）無形固定資産　　　　　

　　　　同左

 　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。

　  

 

３．繰延資産の処理方法  　　――――――――――

 

(1）株式交付費

　支出時に全額費用として処理

しております。

(1）株式交付費

　　　　　同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

　　　　　同左

(1）貸倒引当金

　　　　　同左

 (2）メンテナンス費用引当金

　省エネルギー支援サービス事

業の機械装置にかかる定期点検

等のメンテナンス費用の支出に

備えるため、その支出見込額の

うち当中間会計期間末までに負

担すべき費用の見積額を計上し

ております。

(2）メンテナンス費用引当金

　　　　　同左

(2）メンテナンス費用引当金

　省エネルギー支援サービス事

業の機械装置にかかる定期点検

等のメンテナンス費用の支出に

備えるため、その支出見込額の

うち当事業年度末までに負担す

べき費用の見積額を計上してお

ります。

 (3）設備改善費用引当金 

　省エネルギー支援サービス事

業用設備に発生した故障に対す

る修繕費、故障を未然に防ぐた

めの施策費用及び設備停止中に

顧客が被る損失に対する補償等

により、将来発生が見込まれる

諸費用について、合理的に見積

もられる金額を計上しておりま

す。　　　

(3）設備改善費用引当金 

　　　　　同左

(3) 設備改善費用引当金

　　　　　同左

 (4）契約損失引当金  

　エネルギー供給サービス契約

の損失に備えるため、今後、損失

発生の可能性が高く、かつ、金額

を合理的に見積ることができる

契約について、損失見込額を計

上しております。

(4）契約損失引当金  

　　　　　同左

(4) 契約損失引当金

　　　　　同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

            同左 　　　　　同左

６．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

　　　　　同左

(1）消費税等の会計処理

　　　　　同左
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（重要な資産の評価基準及び評価方

法）

　当社は、たな卸資産の評価基準及び

評価方法は最終仕入原価法による原

価法を採用しておりましたが、原材料

の価格変動を適時に反映させ、より適

正なたな卸資産の評価額を算定する

ため、当中間会計期間より最終仕入原

価法による原価法から総平均法によ

る原価法に変更しております。

　この結果、従来と同一の方法によっ

た場合と比べ、たな卸資産が1,054千円

増加し、売上総損失、営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失はそれぞれ

同額減少しております。

       ―――――――――― （重要な資産の評価基準及び評価方

法）

　当社は、たな卸資産の評価基準及び

評価方法は最終仕入原価法を採用し

ておりましたが、原材料の価格変動を

適時に反映させ、より適正なたな卸資

産の評価額を算定するため、当事業年

度より最終仕入原価法による原価法

から総平均法による原価法に変更し

ております。

　この結果、従来と同一の方法によっ

た場合と比べ、たな卸資産が1,350千円

減少し、売上総利益、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ

減少しております。

 　　　  　　　  (減価償却資産の減価償却の方法に関

する会計基準)

　当事業年度より、法人税法等の改正

（所得税法等の一部を改正する法律　

平成19年３月30日　法律第６号及び法

人税法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号）に伴

い、省エネルギー支援サービス事業の

買取オプションが付与された固定資

産以外の有形固定資産で平成19年４

月１日以降に取得したものついて、改

正後の法人税法に基づく償却率を採

用しております。なお、これによる損

益に与える影響は軽微です。
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

（中間貸借対照表)

　前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「関係会社短期貸付金」は金

額の重要性が増したため、当中間会計期間より区分掲記

いたしました。

　なお、前中間会計期間末の「関係会社短期貸付金」は

1,226,000千円です。

 

　前中間会計期間において、固定資産の「投資その他の

資産」に含めて表示しておりました「関係会社株式」

は金額の重要性が増したため、当中間会計期間より区分

掲記いたしました。

　なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」は530,000

千円です。

                 ――――――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額   

※１．有形固定資産の減価償却累計

額   

※１．有形固定資産の減価償却累計

額   

 3,094,936千円    4,234,211千円    3,664,171千円 

※２．担保に供している資産    ※２．担保に供している資産    ※２．担保に供している資産   

 ①　関係会社株式 450,000千円 

 上記株式は、子会社㈱中袖ク

リーンパワーの長期借入金の

担保に供しております。　

 ①　関係会社株式 3,390,000千円

  　 現金及び預金 265,729千円

 上記については、子会社㈱中

袖クリーンパワー、㈱岩国ウッ

ドパワー、㈱日田ウッドパ

ワー、及び㈱白河ウッドパワー

の一年内返済予定長期借入金

710,000千円、長期借入金

10,086,250千円の担保に供して

おります。

①　関係会社株式 3,390,000千円

 上記株式は、子会社㈱中袖ク

リーンパワー、㈱岩国ウッドパ

ワー、㈱日田ウッドパワー、及

び㈱白河ウッドパワーの一年

内返済予定長期借入金710,000

千円、長期借入金9,913,750千円

の担保に供しております。

  

 

②　関係会社長期貸

付金
450,000千円 

 　　　上記貸付金は、子会社㈱中袖ク

リーンパワーの長期借入金のの

担保に供しております。

②　関係会社長期貸

付金
450,000千円

　上記貸付金は、子会社㈱中袖ク

リーンパワーの長期借入金のの

担保に供しております。

 ②　機械及び装置 246,080千円 

　　　上記物件は、一年内返済予定長期借

入金22,500千円、長期借入金

142,500千円の担保に供しており

ます。　

 ③　機械及び装置 233,690千円 

　　　上記物件は、一年内返済予定長期借

入金 22,500千円、長期借入金

 120,000千円の担保に供してお

ります。　

③　機械及び装置 237,820千円

　上記物件は、一年内返済予定長

期借入金 22,500千円、長期借入

金131,250千円の担保に供してお

ります。

 ③　売掛金 537,473千円 

　　　　上記債権を割賦及びリースに関す

る債務に対する譲渡担保等に供

しております。なお、上記割賦及

びリースに関する債務は、未払

金57,341千円、一年内支払予定長

期未払金1,766,013千円、長期未

払金10,719,685千円です。

 ④　売掛金 759,034千円 

　　　　上記債権を割賦及びリースに関す

る債務に対する譲渡担保等に供

しております。なお、上記割賦及

びリースに関する債務は、未払

金 74,502千円、一年内支払予定

長期未払金 1,635,183千円、長期

未払金 9,746,692千円です。

④　売掛金 611,108千円

　上記債権を割賦及びリースに

関する債務に対する譲渡担保等

に供しております。なお、上記割

賦及びリースに関する債務は、

未払金45,608千円、一年内支払予

定長期未払金1,699,773千円、長

期未払金9,937,915千円です。

※３．当中間会計期間において、国庫

補助金の受入れはありません。な

お、有形固定資産に係る国庫補助

金の受入れによる圧縮記帳累計

額は建物157,582千円、機械及び装

置3,550,202千円です。 

※３．当中間会計期間において、国庫

補助金の受入れはありません。な

お、有形固定資産に係る国庫補助

金の受入れによる圧縮記帳累計

額は建物 157,582千円、機械及び

装置 3,550,202千円です。 

※３．当事業年度において、国庫補助

金の受入れはありません。

　なお、有形固定資産に係る国庫

補助金の受入れによる圧縮記帳

累計額は建物157,582千円、機械及

び装置3,550,202千円です。

※４．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※４．消費税等の取扱い

      同左

※４． 　―――――――――― 
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

※５.   ――――――――――  ※５.   ――――――――――  ※５．裏書譲渡手形は受取手形を直

接減額して表示しております。

なお、当連結会計年度末の裏書

譲渡手形の残高は75,887千円で

す。

　６．偶発債務 　６．偶発債務 　６．偶発債務 

　①　債務保証 　①　債務保証 ①　債務保証

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

　下記の通り債務保証を行っており

ます。

保証先 金額(千円） 内容 

株式会社岩

国ウッドパ

ワー 

1,988,750 借入債務

株式会社日

田ウッドパ

ワー 

3,000,000 借入債務

株式会社白

河ウッドパ

ワー 

2,700,000 借入債務

計 7,688,750  

保証先 金額(千円） 内容 

株式会社岩

国ウッドパ

ワー 

1,773,750 借入債務

株式会社日

田ウッドパ

ワー 

2,875,000 借入債務

株式会社白

河ウッドパ

ワー 

2,497,500 借入債務

計 7,146,250  

 　上記の他に、㈱中袖クリーンパ

ワーの土地賃貸借契約等の債務に対

して連帯保証を行っております。

保証先 金額(千円） 内容

株式会社岩

国ウッドパ

ワー

1,881,250 借入債務

株式会社日

田ウッドパ

ワー

3,000,000 借入債務

株式会社白

河ウッドパ

ワー

2,632,500 借入債務

計 7,513,750 ―

　上記の他に、㈱中袖クリーンパ

ワーの土地賃貸借契約等の債務に

対して連帯保証を行っております。

②　デリバティブ取引に対する保証

債務

被保証者
契約額等
（千円）

内容

㈱日田ウッ

ドパワー
2,700,000

金利ス

ワップ

㈱白河ウッ

ドパワー
2,400,000

金利ス

ワップ

㈱中袖ク

リーンパ

ワー

4,587,000
金利ス

ワップ

計 9,687,000 ―

　上記のデリバティブ取引は、連結

子会社の借入金に関する金利変動

リスクを回避する目的のものです。

②　デリバティブ取引に対する保証

債務

被保証者
契約額等
（千円）

内容

㈱日田ウッ

ドパワー
2,587,500

金利ス

ワップ

㈱白河ウッ

ドパワー
2,220,000

金利ス

ワップ

㈱中袖ク

リーンパ

ワー

4,587,000
金利ス

ワップ

計 9,394,500 ―

　上記のデリバティブ取引は、連結

子会社の借入金に関する金利変動

リスクを回避する目的のものです。

②　デリバティブ取引に対する保証

債務

被保証者
契約額等
（千円）

内容

㈱日田ウッ

ドパワー
2,700,000

金利ス

ワップ

㈱白河ウッ

ドパワー
2,340,000

金利ス

ワップ

㈱中袖ク

リーンパ

ワー

4,587,000
金利ス

ワップ

計 9,627,000 ―

　上記のデリバティブ取引は、連結

子会社の借入金に関する金利変動

リスクを回避する目的のものです。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息　　　   43,799千円

還付加算金        3,690千円

　　　　　　　  

受取利息　　　   43,407千円 受取利息　　　　 82,969千円

損害補償金　　　 40,288千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

 　　  支払利息　  　    2,738千円　　　　  　　  支払利息　  　   11,462千円　　　　

 　　 株式交付費        1,354千円　　　

　

 　　  支払利息　  　　 12,763千円

　　　支払保証料　　　  1,641千円

※３．  ―――――――― ※３．特別利益の内訳

　　　企業グループ再編に伴う

　　　抱合株式消滅差益  5,399千円

　　　貸倒引当金戻入益  　400千円

※３. 特別利益のうち主要なもの

 　　 保険金収入　  187,132千円

      設備改善費用引当金戻入益

                       47,385千円

※４．  ―――――――― ※４．  ―――――――― ※４. 特別損失のうち主要なもの

 　　 企業グループ再編に伴う

 　　 子会社株式売却損

        　　　　　　　109,494千円

      契約損失引当金繰入額

        　　　　　　   32,000千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額  

 有形固定資産　  570,019千円

 無形固定資産　  　3,176千円

 有形固定資産  　570,040千円

 無形固定資産　　  4,681千円

 有形固定資産  1,143,648千円

 無形固定資産  　　6,335千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末

 普通株式（株） 6.89 － － 6.89

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末

 普通株式（株） 6.89 － － 6.89

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末 増　加 減　少 当事業年度末

 普通株式（株） 6.89 － － 6.89
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千
円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

機械
及び
装置

1,246,065 140,684 1,105,381

合計 1,246,065 140,684 1,105,381

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

機械及
び装置

1,443,804 257,283 1,186,521

工具、器
具及び
備品

9,315 2,505 6,809

合計 1,453,119 259,789 1,193,330

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

機械及
び装置

1,678,404 200,658 1,477,746

工具、器
具及び
備品

9,315 1,573 7,741

合計 1,687,719 202,232 1,485,487

　（注）　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等

(2）未経過リース料期末残高相当額

等

１年内 135,321千円

１年超 970,059千円

合計 1,105,381千円

１年内 158,122千円

１年超 1,035,208千円

合計  1,193,330千円

１年内 181,582千円

１年超 1,303,904千円

合計 1,485,487千円

　（注）　未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 　（注）　未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及

び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失

支払リース料 67,360千円

減価償却費相

当額
67,360千円

支払リース料 79,061千円

減価償却費相

当額
79,061千円

支払リース料 148,960千円

減価償却費相

当額
148,960千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

１年以内 222,828千円

１年超 833,931千円

合計 1,056,760千円

１年以内    289,743千円

１年超  1,129,165千円

合計  1,418,909千円

１年以内 221,108千円

１年超 772,324千円

合計 993,433千円

 （減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失

　はありません。

 （減損損失について）

同左

（減損損失について）

　同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）、当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平

成19年12月31日）及び前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）において子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 114,652.16円

１株当たり中間純損

失金額
865.25円

１株当たり純資産額 112,236.90円

１株当たり中間純損

失金額
4,532.87円

１株当たり純資産額 117,638.57円

１株当たり当期純利

益
3,635.92円

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
3,393.43円

  潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

  潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

 

（注）算定上の基礎

　１．１株当たり純資産額

 
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度
（平成19年６月30日）

中間貸借対照表（貸借対照表）の純資産

の部の合計額（千円）
8,028,199 8,733,152 8,800,141

普通株式に係る純資産額（千円） 8,020,377 8,733,152 8,797,012

中間貸借対照表（貸借対照表）の純資産

の部の合計額と１株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式に係る中間会計

期間末（会計年度末）の純資産額との差

額の主な内訳（千円）

   

　新株予約権 7,822 － 3,129

普通株式の発行済株式数（株） 69,960.89 77,816.89 74,786.89

普通株式の自己株式数（株） 6.89 6.89 6.89

１株当たり純資産の算定に用いられた普

通株式の数（株）
69,954.00 77,810.00 74,780.00

２．１株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

中間純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△55,926 △351,070 251,949

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純損失（△）又は当

期純利益（千円）
△55,926 △351,070 251,949

期中平均株式数（株） 64,635.88 77,450.00 69,294.55

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益の算定に用いられた普通株式増加

数の主な内訳（株）

   

新株予約権 － － 4,951.56

普通株式増加数（株） － － 4,951.56
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前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

参　考：

全新株予約権の概要

 

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21

の規定による新株予約

権（新株予約権の目的

となる株式の種類及び

数　普通株式：６種類、

3,054株）及び第９回新

株予約権（第三者割当

・新株予約権の目的と

なる株式の種類及び数

　普通株式：7,500株）

参　考：

全新株予約権の概要

 

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21

の規定による新株予約

権（新株予約権の目的

となる株式の種類及び

数　普通株式：６種類、

2,348株）

　旧商法第280条ノ19第

１項の規定による新株

引受権、旧商法280条ノ

20及び第280条ノ21の

規定による新株予約

権。（新株予約権の目

的となる株式の種類及

び数　普通株式：830

株）

        

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

64/72



（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．子会社株式の取得　　 

 平成18年12月21日開催の当社取締

役会において、当社の100%子会社株

式会社グリーンエナジホールディ

ングスの所有する株式会社袖ヶ浦

ウッドパワー、株式会社岩国ウッド

パワー、株式会社日田ウッドパ

ワー、株式会社白河ウッドパワー(い

ずれも100%間接所有の連結子会社)

の株式を取得する決議をいたしま

した。

　この決議に基づき、平成19年１月

31日に株式会社袖ヶ浦ウッドパ

ワー、株式会社岩国ウッドパワー、

株式会社白河ウッドパワーの全株

式を取得いたしました。株式取得の

概要は次のとおりです。

 ①袖ヶ浦ウッドパワー

 　発行済株式数：　1,500株

 　取得株式数：　　1,500株

 　取得価格：　 48,000千円

 

  ②岩国ウッドパワー

   発行済株式数： 19,600株

   取得株式数：　 19,600株

   取得価格：　980,000千円

 

　③白河ウッドパワー 

　 発行済株式数： 19,600株

 　取得株式数：　 19,600株

 　取得価格：　980,000千円

 　

２．子会社増資に伴う株式取得　　

当社連結子会社日本森林燃料株式

会社は、平成19年１月25日に有償第

三者割当発行増資を行いました。当

該有償第三者割当発行増資の当社

および外部の株式引受状況は次の

とおりです。 　

 

 　日本森林燃料株式会社

 　増資発行株式総数：  250株

 　発行価格：　　　  200千円

 　発行価格総額： 50,000千円　

１．重要な子会社の設立

　平成20年１月23日付で下記概要の

子会社を設立いたしました。

①商　　　号：株式会社バイオネン

サービス

②代　表　者：代表取締役社長

　　　　　　　滝澤　誠

③本店所在地：東京都中央区

④事業内容　：バイオマス燃料の売

買

⑤決　算　期：６月

⑥資　本　金：7,500千円

⑦発行株式数：300株

⑧株主構成　：

当社　　　 　　　　　　 66.8％

株式会社ミツヤマグリーン

プロジェクト  　　　　  20.0％

奥田商事運輸有限会社　　 6.6％

ナイスクリーン株式会社   6.6％

 

２．第三者割当方式による増資 

平成２０年３月１４日開催の㈱

ファーストエスコ取締役会におい

て、株式会社環境エネルギー投資

（以下「ＥＥＩ」という。）及びＥ

ＥＩが無限責任組合員を務める環

境エネルギー１号投資事業有限責

任組合との間で、第三者割当てによ

る新株式の発行（以下、「本増資」

という。）に関する資本提携契約を

締結し、環境エネルギー１号投資事

業有限責任組合を割当先として本

増資を実施することを決議致しま

した。

　なお、本増資に伴い主要株主の異

動が見込まれます。 

①募集の方法：第三者割当による

新株式発行

②割当先　　：環境エネルギー１号

投資事業有限責任

組合

③発行新株数：普通株式11,200株

④発行価額　：１株につき53,550円 

⑤発行価額の総額：599,760,000円

⑥資本組入額　　：299,880,000円

⑦申込期日　：平成20年３月28日

⑧払込期日　：平成20年３月31日

⑨新株交付日：平成20年３月31日 

１. 重要な子会社の設立

　平成19年７月３日付で下記概要の

子会社を設立いたしました。

①商　　　号：株式会社新潟ニューエ

ナジー

②代　表　者：代表取締役社長

　　　　　　　内田義康

③本店所在地：東京都中央区

④事業内容　：発電事業

⑤決　算　期：６月

⑥資　本　金：10,000千円

⑦発行株式数：200株

⑧株主構成　：当社 100％
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前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ①当社の引受状況

  割当引受株式数：　 150株

  発行価格：　　　 200千円

  引受総額：　  30,000千円

 

 ②外部の引受状況　

　割当引受株式数：　 100株

　発行価格：　　 　200千円

　引受総額： 　 20,000千円

   ⑩配当起算日：平成20年１月１日 

⑪資金使途　：環境負荷の低い新エ

ネルギーによる発

電設備の開発及び

電力ビジネス事業

における運転資金

等

⑫上記各行については、金融商品取

引法による届出の効力発生を条

件といたします。

　株式会社ファーストエスコと株式

会社環境エネルギー投資及び環境

エネルギー１号投資事業有限責任

組合との間で締結した資本提携契

約により、株式会社環境エネルギー

投資による株式会社ファーストエ

スコへの役員派遣及びグリーンエ

ナジー事業の３つの子会社株式の

一部譲渡を行う予定であります。ま

た、電力ビジネス事業については、

戦略的パートナーの招聘及び事業

構造の再構築等を視野に入れ、将来

構想についての合意を行う予定で

す。

　本増資の実施に伴い割当先が保有

する株式会社ファーストエスコの

所有株式数割合は12.58％となる予

定です。 

 

 

 

 

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

 (1)有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第11期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月21日関東財務局長に提出。

 (2)有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

 平成20年３月14日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年３月８日

株式会社　ファーストエスコ  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高岡　　勲　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 君和田　安二　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ファーストエスコの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１日

から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ファーストエスコ及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年３月19日

株式会社　ファーストエスコ  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高岡　　勲　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 君和田　安二　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ファーストエスコの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

７月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ファーストエスコ及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

  

　　追記情報

　　　重要な後発事象に、子会社の設立、第三者割当方式による増資及び子会社株式の譲渡に関する記載がある。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年３月８日

株式会社　ファーストエスコ  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高岡　　勲　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 君和田　安二　印

     

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ファーストエスコの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日か

ら平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ファーストエスコの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１

日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年３月19日

株式会社　ファーストエスコ  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高岡　　勲　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 君和田　安二　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ファーストエスコの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成19年７

月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ファーストエスコの平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月１

日から平成19年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

 　　追記情報

 　　　重要な後発事象に、子会社の設立、第三者割当方式による増資及び子会社株式の譲渡に関する記載がある。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が

別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

半期報告書

72/72


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

